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1. はじめに
20 世紀以降、有珠山（昭和新山）は概ね 20～30 年

周期で噴火している。2000 年の噴火では航空情報

（NOTAM）が発行され、西山西方を中心とした半径 5km、

高度 10km の範囲が航空機の飛行制限領域に設定され

た 1)。NOTAM の範囲では、60 カ所以上の火口（図-1）

の出現 2)、潜在ドーム（図-1）2)、熱泥流の流下及び橋

梁の流出 2)が発生した。火山噴火などの広域複合災害

時には、迅速な状況調査と正確な情報共有が重要とな

るため、次回噴火を想定すると、安全な位置から離発

着でき、高品質な画像や微地形の観測が可能な UAV の

活用が重要となる。2000 年噴火のケースでは、当時と

しては極めて先進的な無人ヘリによる調査 5)が行われ

ており、撮影された画像は全国放送で公開されるなど、

噴火時の立ち入り禁止エリアの情報収集は極めて重

要である。本報告では LiDAR を搭載した長距離飛行可

能な VTOL 型固定翼 UAV での火口周辺の微地形観測を

実施し、マルチコプター型 UAV で LiDAR 計測した微地

形との比較を行ったほか、今後の課題について検討し

た。 

2. 方法
2023 年 11 月 13 日、2種の UAV（図-2）を用い、2000

年噴火で形成された火口群周辺の微地形調査を行っ

た。VTOL 固定翼型 UAV は、図-3 に示す赤線で囲まれ

た領域を約 21分で計測した。一方、マルチコプター型

UAV は青線で囲まれた領域を約 30分で計測した。VTOL

固定翼型UAVに搭載したLiDAR はスキャン角が 100度

と広く、1秒間に 200 万点の計測が可能である。 

３.結果

(1) 2 種の LiDAR で計測された DEM の精査 今回の計

測で、2 種の LiDAR により共通領域の DEM を作成でき

た。次に、2 種の DEM の差分値から精度の検証を試み

た。青枠の領域内に矩形の領域を設定し、5m 間隔で

6,561 箇所のサンプリング点を設定し、各点に DEM の

差分値を関係づけ、エクセルで統計解析を行った。DEM

の差分値は尖った釣鐘状の分布(図-4)を示し、標準偏

差が 0.226、尖度が約 11、歪度が-1.04 となった。標

準偏差 σを 0.23 で基準化し、±σ の範囲の頻度を集

計すると、6,561個の81.2％が含まれる結果となった。

以上から、2 つの異なる LiDAR で微地形を計測した結

果、各々の DEM は概ね近似しており、いずれの LiDAＲ

による方法でも差分解析による微地形情報の収集は

可能であると考えられる。また、単位面積当たりの計

測時間で見ると、VTOL 固定翼 UAV はマルチコプター型

UAV の 13 分の 1 の時間で微地形を高い精度で計測可

能である事が分かり、多数の火口や泥流、地盤上昇が

図－２ 上段：VTOL 固定翼 UAV、下段：マルチコプタ
ーUAV（両機体共、LiDAR 装備） 

図－１ 有珠山の 1910、1977、2000 年噴火における
火口 6)及び 2000 年噴火時の地盤上昇領域 

地盤上昇量は国土地理院の 5m メッシュ標高と SRTM 13)(2000.2 観
測)の差分値。既往報告 4)同様、潜在ドームによる 65m 以上の地盤
上昇があった事が読み取れる。
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発生するような場合、迅速に微地形を計測できるメリ

ットは大きいと考えられる。 

４. 今後の課題

① 非陸上ネットワーク（NTN）を活用した通信：こ
こで使用した VTOL 固定翼型 UAV は LTE 回線を介
して約 400 ㎞の飛行が可能である。しかし、広域複合
災害時には LTE 地上局が広域に被災する可能性が高
い。現在、通信大手各社による LEO コンステレーシ
ョン、HAPS による NTN の導入に向けた動きが加速
している。成層圏を飛行する HAPS の方が、より低遅
延かつ大容量通信が可能なため、広域複合災害時の調
査上、VTOL 固定翼型機からの映像情報をリアルタイ
ムに入手することが期待できる。
② 高高度飛行試験：道内火山、例えば十勝岳の 62-2
火口は標高 1,700m 程度にあるため、噴火警戒レベル
上昇時の火口周辺の噴出物の調査を想定すると、標高
2,000m 程度まで上昇する必要がある。LTE 地上局の
利用は対地高度 150m までであるため、今後は NTN
通信を利用した高高度飛行試験を行う必要がある。
③ 自治体防災訓練等への参加：自治体の防災訓練等
で VTOL 固定翼 UAV を活用した情報収集や避難所へ
の薬品の運搬など、災害に対応したメニューへの参加
を通じ、VTOL 固定翼 UAV の運用メリットの市民、
関係機関への周知を行っていく必要がある。

７. おわりに
2 種の LiDAR により計測された微地形の差の標準

偏差は約 22cm であり噴火に伴う地形の変化を捉える
上では概ね良好な精度を持っているものと評価でき
る。今後、NTN 通信の利用も可能になるため、通信事

業各社、UAV 国内メーカーを含む民間企業、国、自治
体、学識経験者、マスコミ各社との協働により、広域
複合災害時の VTOL 固定翼 UAV の利活用の枠組みを
検討していく必要がある。 
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図－３ 2 機種の UAV による LiDAR 計測エリア
と計測時間（着色部分は潜在ドーム上昇箇所） 

図－４ 2 種の DEM の差分値の統計解析結果
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